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2012年10月５日 
 

会 社 名 パ イ オ ニ ア 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役 兼 社長執行役員 小谷 進 

     （コード ６７７３ 東証第一部） 

問合せ先 代表取締役 兼 専務執行役員 岡安 秀喜 

     （電話 ０４４-５８０-３２１１） 

投資有価証券評価損の計上、第２四半期連結累計期間業績予想の修正 

および中間配当についてのお知らせ 

 当社は、投資有価証券評価損を計上する見込みとなったことから、本日開催の取締役会に

おいて、連結業績予想の修正および中間配当について決議しましたので、次のとおりお知ら

せします。 

 

１．2013年３月期第２四半期に係る投資有価証券評価損の計上 

 当社が保有する投資有価証券のうち、時価が著しく下落しているものにつき、2013年３月

期第２四半期連結会計期間（2012年７月１日～2012年９月30日）において次のとおり特別損

失として投資有価証券評価損を計上する見込みとなりました。 

 

（金額単位 百万円）

2013年３月期第２四半期連結会計期間 
（2012年７月１日～2012年９月30日）の投資有価証券評価損の総額 
（＝①－②） 

5,830 

 
①2013年３月期第２四半期連結累計期間 
（2012年４月１日～2012年９月30日）の投資有価証券評価損の総額 

5,830 

 
②2013年３月期第１四半期連結累計期間 
（2012年４月１日～2012年６月30日）の投資有価証券評価損の総額 

－ 

（注）１. 四半期決算における有価証券の評価方法は、洗替え方式を採用しています。2013年３月期第３四半

期および通期において、投資有価証券評価損の計上額は変動する場合があります。 

   ２. 当社の決算期末は、３月31日です。 

 

２．2013年３月期第２四半期連結累計期間の業績予想の修正 

 前述のとおり、2013年３月期第２四半期において特別損失として投資有価証券評価損を計

上することから、2012年８月７日に発表した2013年３月期第２四半期連結累計期間（2012年

４月１日～2012年９月30日）の連結当期純損益の予想を1,000百万円の利益から4,830百万円

の損失に修正します。 

 なお、2013年３月期通期の連結業績予想については現在精査中であり、確定次第お知らせ

します。 
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３．2013年３月期の中間配当 

 当社は、2012年９月30日を基準日とする中間配当を無配とします。 

 

〔配当の内容〕 

 １株当たり配当金 

 中 間 期 末 合 計 

前回発表予想 
（2012年５月10日発表） 

未定 未定 未定 

決定額 ０円    未定（＊）    未定（＊）

前期実績（2012年３月期） ０円 ０円 ０円 

＊ 当期の期末配当金については、後日決定する予定です。 

 

 当社は、安定的な配当の維持継続を念頭に置きながら、財務状況および連結業績等を勘案

して、適切な配当金額を決定することを配当政策として定め、経営の最重要課題の一つと認

識しています。 

 当期の中間配当につきましては、前述のとおり2013年３月期第２四半期連結累計期間にお

いて当期純損失を計上する見込みとなったことから、誠に遺憾ながら、前期に引き続き無配

とさせていただきます。 

 当社は、早期復配を目指し、業績の向上に努めてまいりますので、ご理解を賜りますよう

お願い申しあげます。 

 

 

見通しに関する注意事項 
 当発表資料中、当社の現在の計画、概算、戦略、判断などの記述、また、その他すでに確定した事実以外
の記述は、当社の将来の業績の見通しに関するものです。これらの記述は、現在入手可能な情報による当社
経営陣の仮定および判断に基づいています。実際の業績は、様々な重要なリスク要因や不確定要素によっ
て、見通しの中で説明されている業績から大きく異なる可能性もありますので、これらの記述に過度に依存
されないようお願いします。また、当社は新たな情報や将来の事象等の結果としてこれらの記述を常に見直
すとは限らず、当社はこのような義務を負うものではありません。当社に影響を与え得るリスクや不確定要
素には、(1)当社が関わる市場の一般的な経済情勢、特に消費動向や当社が製品等を供給する業界の動向、
(2)為替レート、特に当社が大きな売上や資産、負債を計上するユーロ、米ドル、その他の通貨と円との為替
レート、(3)競争の激しい市場において、顧客から受け入れられる製品を継続して設計、開発する能力、
(4)事業戦略を成功させる能力、(5)他社との合弁、提携またはその他の事業関係の成功、(6)資金調達能力、
(7)研究開発や設備投資に十分な経営資源を継続して投下する能力、(8)製品に関する品質管理能力、(9)生産
に必要な重要部品を継続して調達し得る状況、(10)偶発事象の結果などが含まれますが、これらに限られる
ものではありません。 

 
 

以 上 


